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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　像担持体と、
前記像担持体表面を帯電する帯電手段と、
帯電した前記像担持体表面に静電潜像を形成する潜像形成手段と、
前記像担持体表面に形成された前記静電潜像を現像してトナー像化する現像手段と、
前記像担持体表面のトナー像を転写体に転写する転写手段と、
前記像担持体表面に当接して、前記像担持体表面に付着した転写残トナーをクリーニング
するクリーニングブレードを有するクリーニング手段とを備えた画像形成装置において、
前記クリーニングブレードは、短冊形状の弾性体ブレードと、前記弾性体ブレードの前記
像担持体表面と対向する対向面に先端稜線部から離れるにしたがって層厚が厚くなる前記
弾性体ブレードよりも硬い表面層とを有し、
上記表面層は、先端稜線部にまで形成されており、
前記クリーニングブレードの先端稜線部を前記像担持体表面に当接させるとともに、前記
クリーニングブレードと前記像担持体表面との初期接触幅が、１２［μｍ］以上１６［μ
ｍ］以下となるように、前記クリーニングブレードを前記像担持体表面に当接させたこと
を特徴とする画像形成装置。
【請求項２】
　像担持体と、
前記像担持体表面を帯電する帯電手段と、
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帯電した前記像担持体表面に静電潜像を形成する潜像形成手段と、
前記像担持体表面に形成された前記静電潜像を現像してトナー像化する現像手段と、
前記像担持体表面のトナー像を転写体に転写する転写手段と、
前記像担持体表面に当接して、前記像担持体表面に付着した転写残トナーをクリーニング
するクリーニングブレードを有するクリーニング手段とを備えた画像形成装置において、
前記クリーニングブレードは、短冊形状の弾性体ブレードと、前記弾性体ブレードの前記
像担持体表面と対向する対向面、および、前記対向面と先端稜線部を挟んで垂直な先端面
に、先端稜線部から離れるにしたがって層厚が厚くなる前記弾性体ブレードよりも硬い表
面層とを有し、
上記表面層は、先端稜線部にまで形成されており、
前記クリーニングブレードと前記像担持体表面との初期接触幅が、１［μｍ］以上１０［
μｍ］以下となるように、前記クリーニングブレードを前記像担持体表面に当接させたこ
とを特徴とする画像形成装置。
【請求項３】
　請求項１または２に記載の画像形成装置において、
前記クリーニングブレードの先端稜線部から２０［μｍ］離れた位置における前記表面層
の膜厚を、０．２［μｍ］以上３［μｍ］以下としたことを特徴とする画像形成装置。
【請求項４】
　請求項１乃至３いずれかの画像形成装置において、
前記表面層は、沸点７５℃以下の溶剤が含有された塗料を前記弾性体ブレードに塗布する
ことで形成されることを特徴とする画像形成装置。
【請求項５】
　請求項１乃至４いずれかの画像形成装置において、
前記像担持体表面に潤滑剤が塗布されない構成としたことを特徴とする画像形成装置。
【請求項６】
　請求項１乃至５いずれかに記載の画像形成装置において、
前記表面層のマルテンス硬度が、５０［Ｎ／ｍｍ２］以上５００［Ｎ／ｍｍ２］以下であ
ることを特徴とする画像形成装置。
【請求項７】
　請求項１乃至６いずれかに記載の画像形成装置において、
前記表面層は、光硬化性樹脂もしくは熱硬化性樹脂であることを特徴とする画像形成装置
。
【請求項８】
　請求項７に記載の画像形成装置において、
前記表面層は、少なくとも官能基当量分子量３５０以下、官能基数３～６のペンタエリス
リトール・トリアクリレート若しくはジペンタエリスリトール・ヘキサアクリレートを主
要骨格として有したアクリレート材料で形成されたことを特徴とする画像形成装置。
【請求項９】
　像担持体と、少なくとも前記像担持体表面に付着した転写残トナーをクリーニングする
クリーニングブレードを有するクリーニング手段とを一体に支持し、画像形成装置本体に
対して着脱自在なプロセスカートリッジにおいて、
前記クリーニングブレードは、短冊形状の弾性体ブレードと、前記弾性体ブレードの前記
像担持体表面と対向する対向面に、先端稜線部から離れるにしたがって層厚が厚くなる前
記弾性体ブレードよりも硬い表面層とを有し、上記表面層は、先端稜線部にまで形成され
ており、前記クリーニングブレードの先端稜線部を前記像担持体表面に当接させるととも
に、前記クリーニングブレードと前記像担持体表面との初期接触幅が、１２［μｍ］以上
１６［μｍ］以下となるように、前記クリーニングブレードを前記像担持体表面に当接さ
せたことを特徴とするプロセスカートリッジ。
【請求項１０】
　像担持体と、少なくとも前記像担持体表面に付着した転写残トナーをクリーニングする



(3) JP 6176522 B2 2017.8.9

10

20

30

40

50

クリーニングブレードを有するクリーニング手段とを一体に支持し、画像形成装置本体に
対して着脱自在なプロセスカートリッジにおいて、
前記クリーニングブレードは、短冊形状の弾性体ブレードと、前記弾性体ブレードの前記
像担持体表面と対向する対向面、および、前記対向面と先端稜線部を挟んで垂直な先端面
に、先端稜線部から離れるにしたがって層厚が厚くなる前記弾性体ブレードよりも硬い表
面層とを有し、上記表面層は、先端稜線部にまで形成されており、前記クリーニングブレ
ードと前記像担持体表面との初期接触幅が、１［μｍ］以上１０［μｍ］以下となるよう
に、前記クリーニングブレードを前記像担持体表面に当接させたことを特徴とするプロセ
スカートリッジ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、プリンタ、ファクシミリ、複写機などの画像形成装置、及びその画像形成装
置に対して着脱可能に装着されるプロセスカートリッジに関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　従来、電子写真式の画像形成装置では、被清掃部材たる感光体などの像担持体について
、転写紙や中間転写体へトナー像を転写した後の表面に付着した不必要な転写残トナーは
クリーニング手段たるクリーニング装置によって除去している。このクリーニング装置の
クリーニング部材として、一般的に構成を簡単にでき、クリーニング性能も優れているこ
とから、短冊形状のクリーニングブレードを用いたものがよく知られている。このクリー
ニングブレードは、ポリウレタンゴムなどの短冊形状の弾性体で構成されている。そして
、クリーニングブレードの基端を支持部材で支持して像担持体移動方向に対してカウンタ
ー方向から先端稜線部を像担持体の周囲に押し当て、像担持体上に残留するトナーをせき
止めて掻き落とし除去する。
【０００３】
　また、近年の高画質化の要求に応えるべく、重合法等により形成された小粒径で球形に
近いトナー（以下、重合トナー）を用いた画像形成装置が知られている。この重合トナー
は、従来の粉砕トナーに比べて転写効率が高いなどの特徴があり、上記要求に応えること
が可能である。しかし、重合トナーは、クリーニングブレードを用いて像担持体表面から
除去しようとしても十分に除去することが困難であり、クリーニング不良が発生してしま
うという問題を有している。これは、小粒径で且つ球形度に優れた重合トナーが、ブレー
ドと像担持体との間に形成される僅かな隙間をすり抜けるからである。
【０００４】
　かかるすり抜けを抑えるには、像担持体とクリーニングブレードとの当接圧力を高めて
クリーニング能力を高める必要がある。しかし、クリーニングブレードの当接圧を高める
と、図７（ａ）に示すように、像担持体２３とクリーニングブレード２６２との摩擦力が
高まり、クリーニングブレード２６２が像担持体２３の移動方向に引っ張られて、クリー
ニングブレード２６２の先端稜線部２６２ｃがめくれてしまう。このめくれたクリーニン
グブレード２６２が、そのめくれに抗して原形状態に復元する際に異音が発生することが
ある。また、このめくれと復元とを繰り返すことでビビリ振動が生じてしまう。さらに、
クリーニングブレード２６２の先端稜線部２６２ｃがめくれた状態でクリーニングをし続
けると、図７（ｂ）に示すように、クリーニングブレード２６２の先端稜線部６２ｃから
厚み方向に延びる先端面２６２ｂの先端稜線部６２ｃから数［μｍ］離れた場所に局所的
な磨耗が生じてしまう。このような状態で、さらにクリーニングを続けると、この局所的
な磨耗が大きくなり、最終的には、図７（ｃ）に示すように、先端稜線部２６２ｃが欠落
してしまう。先端稜線部２６２ｃが欠落してしまうと、トナーを正常にクリーニングでき
なくなり、クリーニング不良を生じてしまう。
【０００５】
　特許文献１には、先端稜線部６２ｃよりも像担持体移動方向下流側で像担持体表面と対
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向する弾性体ブレードの対向面２６２ｂに、先端稜線部２６２ｃから離れるにしたがって
層厚が厚くなる表面層を設けたクリーニングブレードを備えた画像形成装置が記載されて
いる。また、この特許文献１に記載の画像形成装置は、クリーニングブレードと像担持体
表面との初期接触幅が、３０［μｍ］以上８０［μｍ］以下となるように、弾性体ブレー
ドを像担持体表面に当接させている。また、特許文献１に記載の画像形成装置は、像担持
体表面に潤滑剤を塗布する潤滑剤塗布装置を備えており、像担持体表面に潤滑剤を塗布す
ることで、像担持体表面とクリーニングブレードとの摩擦係数を低下させている。
【０００６】
　弾性ブレードの対向面に弾性ブレードよりも硬い表面層を設けることで、像担持体表面
移動方向の剛性を高めることができ、先端稜線部のめくれを抑制することができる。また
、表面層を先端稜線部から離れるにしたがって層厚が厚くなるように設けることで、先端
稜線部近傍が、表面層により剛直になりすぎるのを抑制することができる。これにより、
偏心などの感光体表面の法線方向の変動に先端稜線部を追随させることができ、良好なク
リーニング性を得ることができる。また、初期接触幅を３０［μｍ］以上とすることで、
クリーニングブレードの先端稜線部と像担持体との当接圧が高くなるのを抑制し、像担持
体と先端稜線部との摩擦力が高まるのを抑制することができる。その結果、クリーニング
ブレードの先端稜線部が像担持体の移動方向に引っ張られる力が強くなるのを抑制するこ
とができ、先端稜線部のめくれを抑制することができる。また、初期接触幅を８０［μｍ
］以下にすることで、クリーニング不良が生じる磨耗幅に早期に到達するのを抑制するこ
とができる。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　しかしながら、近年、さらなるクリーニングブレードの高寿命化が望まれており、初期
接触幅を狭めることが求められている。これは、初期接触幅を狭めるほど、クリーニング
不良が生じる磨耗幅に到達するまでの時間が長くなり、クリーニングブレードの高寿命化
を図ることができるからである。
【０００８】
　本発明は以上の背景に鑑みなされたものであり、その目的は、良好なクリーニング性を
十分長期に亘り維持することができる画像形成装置およびプロセスカートリッジを提供す
ることである。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　上記目的を達成するために、請求項１の発明は、像担持体と、前記像担持体表面を帯電
する帯電手段と、帯電した前記像担持体表面に静電潜像を形成する潜像形成手段と、前記
像担持体表面に形成された前記静電潜像を現像してトナー像化する現像手段と、前記像担
持体表面のトナー像を転写体に転写する転写手段と、前記像担持体表面に当接して、前記
像担持体表面に付着した転写残トナーをクリーニングするクリーニングブレードを有する
クリーニング手段とを備えた画像形成装置において、前記クリーニングブレードは、短冊
形状の弾性体ブレードと、前記弾性体ブレードの前記像担持体表面と対向する対向面に先
端稜線部から離れるにしたがって層厚が厚くなる前記弾性体ブレードよりも硬い表面層と
を有し、上記表面層は、先端稜線部にまで形成されており、前記クリーニングブレードの
先端稜線部を前記像担持体表面に当接させるとともに、前記クリーニングブレードと前記
像担持体表面との初期接触幅が、１２［μｍ］以上１６［μｍ］以下となるように、前記
クリーニングブレードを前記像担持体表面に当接させたことを特徴とするものである。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明によれば、後述する検証実験の結果のとおり、経時にわたり良好なクリーニング
性を得ることができる。
【図面の簡単な説明】
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【００１１】
【図１】画像形成装置の概略を示す全体構成図。
【図２】プロセスユニットを画像形成装置本体から取り外した、あるいは装着前の状態を
示す概略構成図。
【図３】クリーニングブレードの斜視図。
【図４】クリーニングブレードの拡大断面図。
【図５】変形例のクリーニングブレードの斜視図。
【図６】変形例クリーニングブレード６２の拡大断面図。
【図７】（ａ）は、クリーニングブレード先端稜線部がめくれた状態を示す図。（ｂ）は
、クリーニングブレードの先端面の局所的な磨耗について説明する図。（ｃ）は、クリー
ニングブレードの先端稜線部が欠落した状態を示す図。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　以下、本発明を画像形成装置である電子写真プリンタ（以下、単にプリンタという）に
適用した実施形態について説明する。
　図１は、本発明の画像形成装置の概略を示す全体構成図である。以下、同図に基づいて
この画像形成装置の主要部を説明する。
【００１３】
　画像形成装置は、カラー画像の色分解成分に対応するブラック、シアン、マゼンタ、イ
エローの異なる色の現像剤によって画像を形成するための作像部を有する４つのプロセス
ユニット１Ｋ，１Ｃ，１Ｍ，１Ｙを備えている。各プロセスユニット１Ｋ，１Ｃ，１Ｍ，
１Ｙは、互いに異なる色のトナーを収容している以外は同様の構成になっている。１つの
プロセスユニット１Ｋを例にその構成を説明すると、プロセスユニット１Ｋは、像担持体
２（感光体）と、クリーニング手段３と、帯電手段４、現像手段５、トナー貯蔵部６等を
有している。プロセスユニット１Ｋは画像形成装置の本体に対して着脱可能に装着されて
いる。図１に示すように、各プロセスユニット１Ｋ，１Ｃ，１Ｍ，１Ｙの上方には、露光
器７が配設されている。この露光器７は、画像データに基づいてレーザダイオードからレ
ーザ光（Ｌ１～Ｌ４）を発するように構成されている。
【００１４】
　また、各プロセスユニット１Ｋ，１Ｃ，１Ｍ，１Ｙの下方には、転写ベルト装置８が配
設されている。この転写ベルト装置８は、上記像担持体２で形成したトナー画像を転写す
るための中間転写ベルト１２を備えている。中間転写ベルト１２は、各像担持体２に対向
する４つの一次転写ローラ９ａ，９ｂ，９ｃ，９ｄ、駆動ローラ１０、テンションローラ
１１、クリーニングバックアップローラ１５に架け渡され回転駆動するように構成されて
いる。駆動ローラ１０に二次転写ローラ１３が対向して配置され、ベルトクリーニング装
置１４が、クリーニングバックアップローラ１５に対向して配設されている。
【００１５】
　画像形成装置の下部には、用紙を多数枚収容可能な給紙カセット１６と、給紙カセット
１６から用紙を送り出す給紙ローラ１７が設けてある。給紙ローラ１７から二次転写ロー
ラ１３と駆動ローラ１０のニップに至る途中には、用紙を一旦停止させるレジストローラ
対１８が配設されている。
【００１６】
　二次転写ローラ１３と駆動ローラ１０のニップの上方には、定着ローラ２５及び加圧ロ
ーラ２６等を内装した定着装置１９が設けてある。定着装置１９の上方には、用紙を外部
へ排出するための排紙ローラ対２０が配設してある。排紙ローラ対２０によって排出され
る用紙は、画像形成装置本体の上面を内方へ凹ませて形成した排紙トレイ２１上に積載さ
れるように構成されている。
【００１７】
　転写ベルト装置８と給紙カセット１６の間には、廃トナーを収容する廃トナー収容器２
２が配設されている。廃トナー収容器２２の入り口部にはベルトクリーニング装置１４か
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ら伸びた図示しない廃トナー移送ホースが接続されている。
【００１８】
　図２は上記プロセスユニット１Ｋを画像形成装置本体から取り外した、あるいは装着前
の状態を示す概略構成図である。図２に示すように、プロセスユニット１Ｋは、筺体２３
を有している。筺体２３は樹脂の射出成形により形成されている。この樹脂としては、例
えば、ポリカーボネート樹脂、アクリルにトリルブタジエンスチレン樹脂、アクリルにト
リルスチレン樹脂、スチレン樹脂、ポリフェニレンエーテル樹脂、ポリフェニレンオキサ
イド樹脂、ポリエーテルテレフタレート樹脂、又は、これらのアロイ樹脂等を適用するこ
とができる。この筺体２３内に、上記像担持体２、クリーニング手段３、帯電手段４、現
像手段５等が配設されている。
【００１９】
　次に、プリンタにおける画像形成動作を説明する。
　図示しない操作部などからプリント実行の信号を受信したら、帯電手段４、現像ローラ
５１にそれぞれ所定の電圧または電流が順次所定のタイミングで印加される。同様に、露
光装置及び除電ランプなどにもそれぞれ所定の電圧又は電流が順次所定のタイミングで印
加される。また、これと同期して、駆動手段としての感光体駆動モータ（不図示）により
感光体２が図中矢印方向に回転駆動される。
【００２０】
　感光体２が図中矢印方向に回転すると、まず感光体表面が、帯電手段４によって所定の
電位に帯電される。そして、図示しない露光装置から画像信号に対応した光Ｌが感光体２
上に照射され、光Ｌが照射された部分の感光体２上が除電され静電潜像が形成される。
【００２１】
　静電潜像の形成された感光体２は、現像手段５との対向部で現像ローラ上に形成された
現像剤の磁気ブラシで感光体２表面を摺擦される。このとき、現像ローラ上の負帯電トナ
ーは、現像ローラに印加された所定の現像バイアスによって、静電潜像側に移動し、トナ
ー像化（現像）される。このように、本実施形態では、感光体２上に形成された静電潜像
は、現像手段５によって、負極性に帯電されたトナーにより反転現像される。本実施形態
では、Ｎ／Ｐ（ネガポジ：電位が低い所にトナーが付着する）の非接触帯電ローラ方式を
用いた例について説明したが、これに限るものではない。
【００２２】
　感光体２上に形成されたトナー像は、図示しない給紙部から上レジストローラと下レジ
ストローラとの対向部を経て、感光体２と一次転写ローラ９との間に形成される転写領域
に給紙される転写紙に転写される。このとき、転写紙は上レジストローラと下レジストロ
ーラとの対向部で画像先端と同期を取り供給される。また、転写紙への転写時には、所定
の転写バイアスが印加される。トナー像が転写された転写紙は感光体２から分離され、図
示しない定着手段としての定着装置へ搬送される。そして、定着装置を通過する事により
、熱と圧力の作用でトナー像が転写紙上に定着されて、転写紙は機外に排出される。
【００２３】
　一方、転写後の感光体２の表面は、クリーニング手段３で転写後の残留トナーが除去さ
れ、除電ランプで除電される。
【００２４】
　また、本プリンタにおいては、感光体２と、プロセス手段としてクリーニング手段３、
帯電手段４、現像手段５などが筐体２３に収められており、プロセスカートリッジとして
装置本体から一体的に着脱可能となっている。なお、本実施形態では、プロセスカートリ
ッジとしての感光体２とプロセス手段とを一体的に交換するようになっているが、感光体
２、クリーニング手段３、帯電手段４、現像手段５のような単位で新しいものと交換する
ような構成でもよい。
【００２５】
　次に、本実施形態で用いられるクリーニングブレードについて説明する。
　図３は、クリーニングブレード６２の斜視図であり、図４は、クリーニングブレード６
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２の拡大断面図である。
　クリーニングブレード６２は、金属や硬質プラスチックなどの剛性材料からなる短冊形
状のホルダー６２１と、短冊形状の弾性体ブレード６２２とで構成されている。
【００２６】
　弾性ブレード６２２は、ホルダー６２１の一端側に接着剤などにより固定されており、
ホルダー６２１の他端側は、クリーニング手段３のケースに片持ち支持されている。
　弾性ブレード６２２としては、感光体２の偏心や感光体表面の微小なうねりなどに追随
できるように、高い反発弾性体率を有するものが好ましく、ウレタン基を含むゴムである
ウレタンゴムなどが好適である。
　弾性体ブレードは、２種の異なる材質を積層した、２層構成のタイプも利用することが
できる。
【００２７】
　本実施形態では表面層６２３の硬度の指標としてＩＳＯ１４５７７－１に記載されてい
るマルテンス硬度を用いており、表面層単体でのマルテンス硬度が５０［Ｎ／ｍｍ２］以
上５００［Ｎ／ｍｍ２］以下とした。これは硬度が５０［Ｎ／ｍｍ２］より小さいと、ブ
レード先端がめくれ、５００［Ｎ／ｍｍ２］よりも大きいと、表面層６２３と感光体間の
摩擦力により、表面層６２３にヒビ割れが生じてしまうためである。
【００２８】
　表面層６２３は、クリーニングブレード６２の感光体表面と対向する対向面６２ｂの方
向から先端稜線部６２ｃに向けてスプレー塗工を施すことにより形成する。また、表面層
６２３の材質としては、樹脂が好ましく、紫外線硬化樹脂などの光硬化樹脂や熱硬化樹脂
がより好ましい。光硬化樹脂や熱硬化樹脂を用いることで、クリーニングブレード６２の
先端稜線部６２ｃに付着した樹脂に紫外線などの光を照射したり、加熱したりするだけで
、所望の硬度を有する表面層６２３を得ることができる。これにより、クリーニングブレ
ード６２を安価に製造することができる。
【００２９】
　上記光硬化樹脂として、紫外線硬化樹脂を用いた場合は、少なくとも官能基当量分子量
３５０以下、官能基数３～６のペンタエリスリトール・トリアクリレート若しくはジペン
タエリスリトール・ヘキサアクリレートを主要骨格とするアクリレート材料を用いること
が好ましい。官能基当量分子量が３５０を越えるか、またはペンタエリスリトール・トリ
アクリレート若しくはジペンタエリスリトール・ヘキサアクリレート骨格以外の材料を用
いると、表面層６２３は脆弱になり過ぎるおそれがあり、長期にわたるクリーニング性を
保持できなくなる。
【００３０】
　さらに上記樹脂の溶剤としては、沸点は７５℃以下が好ましく、より好ましくは６６℃
以下の低沸点溶剤を用いるのが好ましい。低沸点溶剤を用いた場合、樹脂と溶剤からなる
塗工液がスプレー噴射によりブレードの先端稜線部６２ｃに付着した後に溶剤が素早く揮
発するため、樹脂が先端稜線部６２ｃに留まる。これと比較して高沸点溶剤を使用した場
合、先端稜線部６２ｃに付着した後も溶剤は揮発しないため、先端稜線部６２ｃから像担
持体表面と対向する対向面６２ｂへ濡れ広がってしまい、先端稜線部６２ｃ近傍の膜厚を
維持できない。
【００３１】
　表面層６２３は、先端稜線部６２ｃまで厚い層を設けると剛性が高くなりすぎてしまう
。その結果、感光体２が偏心していたり、感光体表面に微小なうねりがあったりした場合
、感光体表面に当接するクリーニングブレードの長手方向で当接圧が変動し、クリーニン
グブレードの先端稜線部の像担持体への追随性が低下してしまう。そのため、表面層６２
３は先端稜線部６２ｃにまで表面層を形成し、先端稜線部６２ｃから離れるにしたがって
層厚を厚くすることで、感光体２への追従性と先端めくれの抑制が可能となる。表面層６
２３の層厚は、クリーニングブレードの先端稜線部６２ｃから２０［μｍ］離れた位置に
おいて、０．２［μｍ］以上３［μｍ］以下が好ましい。０．２［μｍ］以下だと、表面
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層６２３の剛性が低くなり、先端めくれが生じる。３［μｍ］以上だと、表面層６２３の
剛性が強くなりすぎ、感光体２への追従性が低下する。
【００３２】
　また、弾性ブレード６２２の先端稜線部６２ｃに含浸処理を施してもよい。弾性ブレー
ド６２２の先端稜線部６２ｃへの含浸処理は、スプレー塗工や浸漬塗工によって、フッ素
系アクリルモノマーを含む紫外線硬化樹脂などを含浸させることで可能である。これによ
り、当接する弾性ブレード６２２の先端稜線部６２ｃが感光体表面移動方向に変形するの
を抑制することができる。さらに、経時表面層摩耗によって内部が露出したときも内部へ
の含浸作用により、同様に変形（めくれやスティック・スリップ運動）を抑制することが
できる。
【００３３】
　次に、クリーニングブレード６２の感光体２への当接条件について説明する。本実施形
態においては、表面層を、弾性ブレードのクリーニングブレード６２の感光体２との初期
接触幅を、１２［μｍ］以上３０［μｍ］以下にするのが望ましい。接触幅が１２［μｍ
］以下だと、弾性ブレードの潰れが不十分であり、クリーニングブレード６２の長手方向
の真直度や感光体２の振れのバラつきにより接触が不均一となり、部分的にクリーニング
不良が生じてしまう場合がある。また接触幅が３０［μｍ］以上だと、接触圧力が分散し
てしまい、ピーク圧が小さくなるため、トナーがすり抜け、クリーニング不良が生じる。
また、線圧は７［Ｎ／ｍ］以上２５［Ｎ／ｍ］以下が望ましい。線圧が７［Ｎ／ｍ］未満
だと、ピーク圧が小さくなり、クリーニング不良が生じる。線圧が２５［Ｎ／ｍ］を超え
ると、ピーク圧が高くなりすぎて、先端稜線部が欠けてしまう。
【００３４】
　次に、クリーニングブレードの変形例について説明する。
　図５は、変形例のクリーニングブレード６２の斜視図であり、図６は、変形例のクリー
ニングブレード６２の拡大断面図である。
　図５、図６に示すように変形例のクリーニングブレードは、対向面６２ｂと先端面６２
ｃとに表面層６２３を形成したものである。この変形例のクリーニングブレードは、感光
体２と当接する条件以外は、先の図３、図４のクリーニングブレードと同様の構成である
。
【００３５】
　この変形例のクリーニングブレード６２と感光体２との当接条件は、初期接触幅１［μ
ｍ］以上３０［μｍ］以下が望ましい。接触幅が３０［μｍ］以上だと、接触圧力が分散
してしまい、ピーク圧が小さくなるため、トナーがすり抜け、クリーニング不良が生じる
。
【００３６】
　本出願人は、上記特許文献１に記載の画像形成装置において、低温低湿環境下（１０［
℃］、１５［％Ｒｈ］）で以下に示す検証実験を行なった。
【００３７】
　上記検証実験に用いたクリーニングブレードは、以下のとおり。
［弾性体ブレード］
　硬度７１度、反発弾性１８％（東洋ゴム工業製）
［表面層材料］
　ウレタンアクリレートオリゴマー：根上工業 ＵＮ－９０１Ｔ ２０部
　重合開始剤：チバスペシャリティーケミカルズ社イルガキュア１８４ １部
　低摩擦係数添加剤：ＤＩＣ フッ素化合物（ディフェンサ Ｅｘｐ．ＴＦ－３０２６） 
０．５部
　溶媒：２－ブタノン ７８．５部
【００３８】
　上記弾性ブレードにスプレー塗工法により上記表面層材料を塗布して表面層を形成した
。表面層を形成したクリーニングブレードの物性は、以下のとおり。
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　先端稜線部より１００［μｍ］での初期層厚：５［μｍ］
　先端稜線部より２０［μｍ］での初期層厚：０．１［μｍ］
　初期接触幅：３０［μｍ］
　表面層硬度：５００［Ｎ／ｍｍ２］
【００３９】
　上記クリーニングブレードを、潤滑剤塗布装置を有する画像形成装置に取り付けて、低
温・低湿環境で通紙試験を実施した。その結果、常温常湿環境下での検証実験と比較して
、早期にクリーニング不良が生じた。本出願人は、検証実験後のクリーニングブレードを
観察したところ、ブレードの先端摩耗量が、常温常湿環境下での検証実験と比較して大幅
に増加し、弾性体ブレードと感光体表面の接触幅が大きくなっていることが確認された。
このように、弾性体ブレードと感光体表面の接触幅が大きくなると、弾性ブレードと感光
体との間の当接圧力が、弾性体ブレードと感光体表面の接触範囲内で分散してしまう。そ
の結果、当接圧力のピーク値が小さくなり、クリーニング不良が発生したと考えられる。
【００４０】
　低温低湿環境下においてブレードの先端摩耗が促進される理由は定かではないが、本出
願人は、以下の理由によると考えている。すなわち、検証実験を行なった特許文献１の画
像形成装置は、感光体表面保護のために潤滑剤を感光体表面に連続的に塗布する潤滑剤塗
布装置を備えている。感光体表面に供給される潤滑剤が常温常圧環境下に於いては潤滑性
向上に働くのに対し、低温低湿環境下に於いては潤滑剤が変質し、本来の機能が発揮され
なかったと考えられる。特許文献１に記載の画像形成装置のように、感光体表面に潤滑剤
を塗布する構成においては、経時に亘り良好なクリーニング性が得られるという効果が環
境に依存してしまうという問題が生じる。
【００４１】
　上記のような問題に対して、潤滑剤塗布装置を除去し、感光体表面に潤滑剤を塗布しな
い構成の画像形成装置にすることが考えられる。本出願人は、感光体表面に潤滑剤を塗布
しない構成で、検証実験を行なったところ、低温低湿・常温常湿・高温高湿の全ての環境
下において弾性体ブレードの先端摩耗は抑制される結果が得られた。しかしながら、潤滑
剤がなくなったことにより弾性体ブレードと感光体との間の摩擦力が増大し、上記特許文
献１に記載の構成のクリーニングブレードにおいては、弾性体ブレードの先端がめくれ、
クリーニング不良を引き起こすことがわかった。さらに、潤滑剤非存在下において、弾性
体ブレードと感光体表面との初期接触幅を３０［μｍ］以上８０［μｍ］以下とした場合
、十分な当接圧力ピーク値が出ず、クリーニング能力が低下することもわかった。
【００４２】
　そこで、本出願人は、以下に示す検証実験を行なって、潤滑剤非存在下において、経時
にわたり良好なクリーニング性が得られる条件を見い出した。
【００４３】
［検証実験１］
　まず、本出願人が行った検証実験１について説明する。
【００４４】
［弾性ブレード］
弾性ブレード６２２としては、２５［℃］におけるマルテンス硬度が０．８［Ｎ／ｍｍ２

］となっているウレタンゴム（東洋ゴム工業製）を用意した。
　マルテンス硬度は、ＦＩＳＣＨＥＲ製微小硬さ試験機ＦＩＳＣＨＥＲＳＣＯＰＥ　ＨＭ
２０００を用い、ビッカース圧子を用い、押し込み荷重［１ｍＮ］、押し込み時間１０［
ｓ］で測定を行った。
【００４５】
［含浸、表面層材料］
含浸処理や表面層６２３の形成処理に用いる硬化材料としては、以下の表面層材料１～７
のものを用いた。
【００４６】
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＜表面層材料１＞
紫外線硬化樹脂：ダイセルサイテック　ＤＰＨＡ　２０部
重合開始剤　　　：チバスペシャリティーケミカルズ社　イルガキュア１８４　２部
溶媒　　　　　　：テトラヒドラフラン　７８部　沸点６６℃
塗膜硬度：４６３［Ｎ／ｍｍ２］（マルテンス硬度）
【００４７】
＜表面層材料２＞
紫外線硬化樹脂（主材）：ダイセルサイテック　ＰＥＴＩＡ　１１．４部
紫外線硬化樹脂（副材）：ダイセルサイテック　ＯＤＡ－Ｎ　８．６部
重合開始剤　　　：チバスペシャリティーケミカルズ社　イルガキュア１８４　２部
溶媒　　　　　　：テトラヒドラフラン　７８部　沸点６６℃
塗膜硬度：９２［Ｎ／ｍｍ２］（マルテンス硬度）
【００４８】
＜表面層材料３＞
紫外線硬化樹脂：ダイセルサイテック　ＤＰＨＡ　２０部
重合開始剤　　　：チバスペシャリティーケミカルズ社　イルガキュア１８４　２部
溶媒　　　　　　：シクロヘキサノン　７８部　沸点１５６℃
塗膜硬度：４６３［Ｎ／ｍｍ２］（マルテンス硬度）
【００４９】
＜表面層材料４＞
紫外線硬化樹脂（主材）：ダイセルサイテック　ＰＥＴＩＡ　１１．４部
紫外線硬化樹脂（副材）：ダイセルサイテック　ＯＤＡ－Ｎ　８．６部
重合開始剤　　　：チバスペシャリティーケミカルズ社　イルガキュア１８４　２部
溶媒　　　　　　：シクロヘキサノン　７８部　沸点１５６℃
塗膜硬度：９２［Ｎ／ｍｍ２］（マルテンス硬度）
【００５０】
＜表面層材料５＞
紫外線硬化樹脂：ダイセルサイテック　ＰＥＴＩＡ　２０部
重合開始剤　　　：チバスペシャリティーケミカルズ社　イルガキュア１８４　２部
溶媒　　　　　　：シクロヘキサノン　７８部　沸点１５６℃
塗膜硬度：３８８［Ｎ／ｍｍ２］（マルテンス硬度）
【００５１】
＜表面層材料６＞
紫外線硬化樹脂：日本化薬　ＫＡＹＡＲＡＤ　ＤＰＣＡ－１２０　２０部
重合開始剤　　　：チバスペシャリティーケミカルズ社　イルガキュア１８４　２部
溶媒　　　　　　：テトラヒドラフラン　７８部　沸点６６℃
塗膜硬度：２６［Ｎ／ｍｍ２］（マルテンス硬度）
【００５２】
＜表面層材料７＞
紫外線硬化樹脂：日本化薬　ＫＡＹＡＲＡＤ　ＤＰＣＡ－１２０　２０部
重合開始剤　　　：チバスペシャリティーケミカルズ社　イルガキュア１８４　２部
溶媒　　　　　　：シクロヘキサノン　７８部　沸点１５６℃
塗膜硬度：２６［Ｎ／ｍｍ２］（マルテンス硬度）
【００５３】
　表面層材料１の紫外線硬化樹脂として用いるジペンタエリスリトール・トリアクリレー
ト（ＤＰＨＡ）の構造式を化１に示す。
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【化１】

【００５４】
　表面層材料２、５の紫外線硬化樹脂として用いるペンタエリスリトール・トリアクリレ
ート（ＰＥＴＩＡ）の構造式を化２に示す。
【化２】

【００５５】
　表面層材料６、７の紫外線硬化樹脂として用いるジペンタエリスリトール・ヘキサアク
リレート（ＫＡＹＡＲＡＤ　ＤＰＣＡ－１２０）の構造式を化３に示す。
【化３】

【００５６】
　このように、検証実験１では、表面層を形成する紫外線硬化材料として、官能基当量分
子量３５０以下、官能基数３～６のペンタエリスリトール・トリアクリレート若しくはジ
ペンタエリスリトール・ヘキサアクリレートを主要骨格として有したアクリレート材料で
あるＰＥＴＩＡ、ＤＰＨＡ、ＤＰＣＡ－１２０を用いた。
【００５７】
　次に、検証実験１を行った画像形成装置の構成について説明する。
　上記ウレタンゴムを用いて厚さ１．８［ｍｍ］の短冊形状の弾性体ブレードを作製し、
スプレー塗工法により各硬化樹脂材料の表面層を形成した。表面層の形成は具体的には、
スプレー塗工により像担持体表面と対向する対向面に１０［ｍｍ／ｓ］のスプレーガン移
動速度にて所定の層厚になるように対向面に塗工を行った。その後３分間指触乾燥を行い
、紫外線露光（１４０［Ｗ／ｃｍ］×５［ｍ／ｍｉｎ］×３パス）を行った。その後１０
０℃のオーブンで１５分間、熱乾燥を行った。表面層は、先端稜線部から離れるに従って
、層厚が厚くなるよう形成した。
【００５８】
　表面層の層厚は、キーエンス製マイクロスコープＶＨＸ－１００を用い、別途同様に塗
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工した弾性ブレードの断面により測定した。試料は日進ＥＭ製ＳＥＭ試料作製用トリミン
グカミソリを用い断面を切断したものとした。
【００５９】
　この表面層が形成された弾性体ブレードをリコー製カラー複合機　ｉｍａｇｉｏ　ＭＰ
　Ｃ５００１（図１と同様の構成）に搭載できる板金ホルダーに接着剤により固定し、試
作のクリーニングブレードを作成する。この作成した試作クリーニングブレードをリコー
製カラー複合機　ｉｍａｇｉｏ　ＭＰ　Ｃ５００１に感光体とクリーニングブレードとの
初期接触幅（ブレード先端稜線部からの接触幅）をそれぞれ異ならせて取り付け、実施例
１～４、比較例１～６の画像形成装置を作成した。なお、クリーニングブレードは、線圧
（７Ｎ／ｍｍ）となるように取り付けた。また、初期接触幅の調整は、別途当接状態を確
認できる治具により、クリーニングブレードと感光体との当接状態を側面から観察しなが
ら、所望の初期接触幅となるクリーニング角を算出する。そして、リコー製カラー複合機
　ｉｍａｇｉｏ　ＭＰ　Ｃ５００１に試作クリーニングブレードが、算出した角度で取り
付けられるよう、ブレード取り付けブラケットを加工した。また、潤滑剤塗布装置は取り
除いた。
【００６０】
　検証実験１には、重合法により作製したトナーを用いた。なお、トナーの物性は、以下
のとおりである。
トナー母体：円形度０．９８、平均粒径４．９［μｍ］
外添剤　　：小粒径シリカ１．５部（クラリアント製Ｈ２０００）
　　　　　　　小粒径酸化チタン０．５部（テイカ製ＭＴ－１５０ＡＩ）
　　　　　　　大粒径シリカ１．０部（電気化学工業製ＵＦＰ－３０Ｈ）
【００６１】
　検証実験１は、実験室環境：２１［℃］・６５［％ＲＨ］、通紙条件：画像面積率５％
チャートを３プリント／ジョブで、２，５００枚（Ａ４横）で行い、以下の項目に関して
評価した。
［評価項目］
クリーニング不良発生：有無
　　　（画像面積比率５％チャート出力目視観察）
先端稜線部めくれ：有無
　　　（透明なガラス円筒上にシート状にした感光体を貼り、下から観察）
局所摩耗：有無
　　　（キーエンス製マイクロスコープＶＨＸ－１００を用いて先端稜線部を観察）
【００６２】
　検証実験１の結果を表１に示す。
【００６３】
【表１】

【００６４】
　沸点が１５６℃の溶剤を用いて表面層を形成した比較例２～４においては、先端稜線部
から２０［μｍ］離れた箇所の表面層膜厚は、０［μｍ］であり、先端稜線部まで表面層
を形成することができなかった。また、沸点が１５６℃の溶剤を用いて表面層を形成した
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μｍ］であった。このように、沸点が１５６℃の溶剤を用いて表面層を形成した比較例２
～４、７においては、先端稜線部近傍に十分な厚みの表面層を形成することができず、先
端稜線部近傍の剛性を表面層により十分に高めることができなかった。その結果、感光体
とクリーニングブレードとの摩擦力が大きい潤滑剤非存在下において、先端めくれ、局所
磨耗が発生してしまい、クリーニング不良が生じてしまった。
【００６５】
　一方、沸点が６６℃の溶剤を用いて表面層を形成した実施例１～４は、先端稜線部まで
表面層が形成されており、先端稜線部近傍の剛性を表面層により十分に高めることができ
た。これにより、潤滑剤非存在下においても、先端めくれ、局所磨耗が発生することなく
、経時にわたり良好なクリーニング性を得ることができた。また、先端稜線部近傍の表面
層の厚みが十分であり、初期接触幅を３０μｍ以下で、感光体と先端稜線部の摩擦力が高
い構成でも、先端稜線部にめくれが生じない構成とすることができた。また、初期接触幅
を狭くできるので、接触圧力が分散せず、ピーク圧を高くすることができ、良好なクリー
ニング性を得ることができた。
【００６６】
　また、初期接触幅が、３０［μｍ］以上の比較例５においては、クリーニング不良が発
生してしまった。これは、接触圧力が分散してしまい、ピーク圧が小さくなり、トナーが
すり抜け、クリーニング不良が生じてしまったと考えられる。また、比較例５においては
、先端めくれや局所磨耗が少し生じていた。これは、比較例５においては、表面層の硬度
が５０［Ｎ／ｍｍ２］より小さいため、発生したと考えられる。
【００６７】
　初期接触幅１２～３０、先端稜線部から２０［μｍ］の位置での表面層膜厚が、０２～
３［μｍ］、表面層のマルテンス硬度が、５０～５００［Ｎ／ｍｍ］の実施例１～４は、
先端めくれ、局所磨耗が発生することなく、経時にわたり良好なクリーニング性が得られ
た。
【００６８】
［検証実験２］
　次に、本出願人が行った検証実験２について説明する。
　下記に示す検証実験２は、弾性ブレードの先端面６２ａと、対向面６２ｂとに表面層を
形成したクリーニングブレードについて調べたものである。
【００６９】
　検証実験１と同じウレタンゴムを用いて厚さ１．８［ｍｍ］の短冊形状の弾性体ブレー
ドを作製し、スプレー塗工法により各硬化樹脂材料の表面層を形成した。各硬化樹脂材料
としては、検証実験１の表面層材料１～４、６を用いた。表面層の形成は具体的には、ス
プレー塗工により像担持体表面と対向する対向面と、前記対向面と先端稜線部を挟んで垂
直な面の両面に１０［ｍｍ／ｓ］のスプレーガン移動速度にて所定の層厚になるように先
端面に塗工を行った。その後３分間指触乾燥を行い、紫外線露光（１４０［Ｗ／ｃｍ］×
５［ｍ／ｍｉｎ］×３パス）を行った。その後１００℃のオーブンで１５分間、熱乾燥を
行った。
【００７０】
　検証実験２を行った画像形成装置の構成、トナー、評価項目は、検証実験１と同様であ
る。
【００７１】
　検証実験２の結果を表２に示す。
【００７２】
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【表２】

【００７３】
　表２に示すように、弾性ブレードの対向面６２ｂと先端面６２ａに表面層６２３を形成
した構成においては、初期接触幅が１～３０［μｍ］の範囲で、先端めくれ、局所磨耗を
抑制することができた。また、先端稜線部から２０［μｍ］離れた位置での表面層の膜厚
が４［μｍ］の実施例８では、表面層の一部に割れが発生していた。また、表面層の膜厚
が０．１［μｍ］の実施例７では、先端めくれがやや生じていた。一方、表面層の膜厚が
、０．２～３［μｍ］の実施例１～６は、先端めくれ、表面層の割れなどが生じていなか
った。また、この検証実験２においても、沸点が１５６℃の溶剤を用いて表面層を形成し
た比較例１、２においても、先端稜線部から離れた位置から、表面層が形成されており、
実施例１～９のように、先端稜線部から表面層が形成されていなかった。
【００７４】
　この検証実験２においても、先端稜線部にまで表面層を形成することができ、先端稜線
部近傍の剛性を表面層により十分に高めることができ、潤滑剤非存在下においても、先端
めくれ、局所磨耗が発生することなく、経時にわたり良好なクリーニング性を得ることが
できた。また、先端稜線部近傍の表面層の厚みが十分であり、初期接触幅を３０μｍ以下
で、感光体と先端稜線部の摩擦力が高い構成でも、先端稜線部にめくれが生じない構成と
することができた。また、初期接触幅を狭くできるので、接触圧力が分散せず、ピーク圧
を高くすることができ、良好なクリーニング性を得ることができた。また、先端面６２ａ
に表面層を形成したため、対向面にのみ表面層を形成した場合に比べて、先端稜線部付近
の剛性を高めることができる。これにより、初期接触幅が、１［μｍ］でも、先端めくれ
・局所磨耗が生じることなく、良好なクリーニング性を得ることができた。
【００７５】
　以上に説明したものは一例であり、本発明は、以下の態様毎に特有の効果を奏する。
（態様１）
　感光体２などの像担持体と、像担持体表面を帯電する帯電手段４と、帯電した像担持体
表面に静電潜像を形成する露光器７などの潜像形成手段と、像担持体表面に形成された前
記静電潜像を現像してトナー像化する現像手段５と、像担持体表面のトナー像を中間転写
ベルト１２などの転写体に転写する転写ベルト装置８などの転写手段と、像担持体表面に
当接して、像担持体表面に付着した転写残トナーをクリーニングするクリーニングブレー
ド６２を有するクリーニング手段３とを備えた画像形成装置において、クリーニングブレ
ード６２は、短冊形状の弾性体ブレード６２２と、弾性体ブレード６２２の像担持体表面
と対向する対向面６２ｂに、先端稜線部６２ｃから離れるにしたがって層厚が厚くなる弾
性体ブレード６２２よりも硬い表面層６２３とを有し、上記表面層は、先端稜線部にまで
形成されており、クリーニングブレード６２の先端稜線部６２ｃを像担持体表面に当接さ
せるとともに、クリーニングブレード６２と像担持体表面との初期接触幅が、１２［μｍ
］以上３０［μｍ］以下となるように、クリーニングブレード６２を像担持体表面に当接
させた。
【００７６】
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　上記特許文献１においては、紫外線硬化樹脂と溶剤とからなる塗工液を弾性ブレードの
感光体と対向する対向面に塗布し、溶剤を揮発させた後、紫外線を照射することで、表面
層を形成している。この溶剤が揮発するまでの間に先端稜線部に付着した塗工液が、自身
の濡れ性により、先端稜線部から移動してしまう。その結果、対向面の先端稜線部から数
μｍ離れた位置から表面層が形成されている構成であった。そのため、先端稜線部近傍に
十分な厚みの表面層を形成することができず、先端稜線部近傍の像担持体表面移動方向の
剛性を十分に高めることができなかった。そのため、特許文献１においては、初期接触幅
を３０μｍ以上にし、先端稜線部と感光体との当接圧を抑え、先端稜線部と感光体との摩
擦力を抑えることで、先端稜線部がめくれてしまうのを防止していた。
【００７７】
　これに対し、態様１においては、先端稜線部から表面層を形成している。具体的には、
塗工液の溶剤として、７５℃以下の低沸点溶剤を用いることで、弾性ブレードの対向面に
塗布された塗工液の溶剤がすばやく揮発し、乾燥する。従って、ブレードの対向面に塗布
された塗工液が液体の状態で存在する時間がほんのわずかであり、先端稜線部に付着した
塗工液が、自身の濡れ性により、先端稜線部から移動してしまうのが抑制される。その結
果、先端稜線部にまで表面層を形成することができるのである。このように、先端稜線部
にまで表面層を形成しているので、先端稜線部近傍の表面層の厚みが十分であり、像担持
体表面移動方向の剛性を十分に確保できる。従って、初期接触幅を３０μｍ以下で、先端
稜線部と感光体との当接圧が高く、摩擦力が高い構成でも、先端稜線部にめくれが生じな
い構成とすることができる。このように、先端稜線部にまで表面層を形成することで、初
期接触幅を３０μｍ以下にすることができ、経時にわたり、良好なクリーニング性を十分
長期に亘り維持することができる。なお、初期接触幅が１２［μｍ］未満であると、検証
実験に示したように、めくれが発生してしまった。
【００７８】
（態様２）
　感光体２などの像担持体と、像担持体表面を帯電する帯電手段４と、帯電した像担持体
表面に静電潜像を形成する露光器７などの潜像形成手段と、像担持体表面に形成された前
記静電潜像を現像してトナー像化する現像手段５と、像担持体表面のトナー像を中間転写
ベルト１２などの転写体に転写する転写ベルト装置８などの転写手段と、像担持体表面に
当接して、像担持体表面に付着した転写残トナーをクリーニングするクリーニングブレー
ド６２を有するクリーニング手段３とを備えた画像形成装置において、クリーニングブレ
ード６２は、短冊形状の弾性体ブレード６２２と、弾性体ブレード６２２の像担持体表面
と対向する対向面６２ｂ、および、対向面６２ｂと先端稜線部６２ｃを挟んで垂直な先端
面６２ａに、先端稜線部６２ｃから離れるにしたがって層厚が厚くなる弾性体ブレード６
２２よりも硬い表面層６２３とを有し、上記表面層は、先端稜線部にまで形成されており
、クリーニングブレード６２と像担持体表面との初期接触幅が、１［μｍ］以上３０［μ
ｍ］以下となるように、クリーニングブレード６２を像担持体表面に当接させた。
　態様２においても、先端稜線部６２ｃにまで表面層を形成しているので、初期接触幅を
３０μｍ以下にすることができ、経時にわたり、良好なクリーニング性を十分長期に亘り
維持することができる。
【００７９】
（態様３）
　また、（態様１）または（態様２）において、クリーニングブレード６２の先端稜線部
６２ｃから２０［μｍ］離れた位置における表面層６２３の膜厚を、０．２［μｍ］以上
３［μｍ］以下とした。
　かかる構成を備えることで、実施形態で説明したように、先端めくれを抑制することが
でき、かつ、感光体２への追従性の低下を抑制することができる。
【００８０】
（態様４）
　（態様１）乃至（態様３）いずれかの画像形成装置において、表面層６２３は、沸点７
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５℃以下の溶剤が含有された塗料を弾性ブレード６２２に塗布することで形成される。
　かかる構成を備えることで、実施形態で説明したように、先端稜線部６２ｃにまで表面
層６２３を形成することができる。これにより、先端稜線部６２ｃ近傍の塗膜厚を十分に
確保でき、先端稜線部６２ｃ高硬度化が可能となる。その結果、クリーニングブレード６
２と像担持体表面との初期接触幅を３０［μｍ］以下として、当接圧が高く、感光体の摩
擦力が高い構成としても、先端めくれを抑制することができる。
【００８１】
（態様５）
　また、（態様１）乃至（態様４）いずれかにおいて、像担持体表面に滑剤が塗布されな
い構成とした。
　かかる構成とすることで、実施形態で説明したように、低温低湿・常温常湿・高温高湿
の全ての環境下において弾性体ブレードの先端摩耗が抑制することができる。
【００８２】
（態様６）
　また、（態様１）乃至（態様５）いずれかにおいて、表面層６２３のマルテンス硬度が
、５０［Ｎ／ｍｍ２］以上５００［Ｎ／ｍｍ２］以下である。
　かかる構成を備えることで、実施形態で説明したように、ブレード先端のめくれを抑制
し、かつ、表面層６２３にヒビ割れが生じるのを抑制することができる。
【００８３】
（態様７）
　また、（態様１）乃至（態様６）いずれかにおいて、表面層６２３は、光硬化性樹脂も
しくは熱硬化性樹脂である。
　かかる構成を備えることで、実施形態で説明したように、表面層６２３を容易に形成す
ることができ、クリーニングブレード６２を安価に製造することができる。
【００８４】
（態様８）
　また、（態様７）において、表面層６２３は、少なくとも官能基当量分子量３５０以下
、官能基数３～６のペンタエリスリトール・トリアクリレート若しくはジペンタエリスリ
トール・ヘキサアクリレートを主要骨格として有したアクリレート材料で形成された。
　かかる構成を備えることで、実施形態で説明したように、表面層に所望の硬度を付与す
ることができる。
【００８５】
（態様９）
　感光体２などの像担持体と、少なくとも像担持体表面に付着した転写残トナーをクリー
ニングするクリーニングブレード６２を有するクリーニング手段３とを一体に支持し、画
像形成装置本体に対して着脱自在なプロセスカートリッジにおいて、クリーニングブレー
ド６２は、短冊形状の弾性体ブレード６２２と、弾性体ブレード６２２の像担持体表面と
対向する対向面６２ｂに、先端稜線部６２ｃから離れるにしたがって層厚が厚くなる弾性
体ブレード６２２よりも硬い表面層６２３とを有し、上記表面層は、先端稜線部にまで形
成されており、クリーニングブレード６２の先端稜線部６２ｃを像担持体表面に当接させ
るとともに、クリーニングブレード６２２と像担持体表面との初期接触幅が、１２［μｍ
］以上３０［μｍ］以下となるように、クリーニングブレード６２２を像担持体表面に当
接させた。
　かかる構成を有することで、クリーニング性が良好なプロセスカートリッジを提供する
ことができる。
【００８６】
（態様１０）
　また、感光体２などの像担持体と、少なくとも像担持体表面に付着した転写残トナーを
クリーニングするクリーニングブレード６２を有するクリーニング手段３とを一体に支持
し、画像形成装置本体に対して着脱自在なプロセスカートリッジにおいて、クリーニング
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ブレード６２は、短冊形状の弾性体ブレード６２２と、弾性体ブレード６２２の像担持体
表面と対向する対向面６２ｂ、および、対向面６２ｂと先端稜線部６２ｃを挟んで垂直な
先端面６２ａに、先端稜線部から離れるにしたがって層厚が厚くなる弾性体ブレード６２
２よりも硬い表面層６２３とを有し、上記表面層は、先端稜線部にまで形成されており、
クリーニングブレード６２と像担持体表面との初期接触幅が、１［μｍ］以上３０［μｍ
］以下となるように、クリーニングブレード６２を像担持体表面に当接させた。
　かかる構成とすることでも、クリーニング性が良好なプロセスカートリッジを提供する
ことができる。
【符号の説明】
【００８７】
　　１Ｋ　　　プロセスユニット（ブラック）
　　１Ｃ　　　プロセスユニット（シアン）
　　１Ｍ　　　プロセスユニット（マゼンタ）
　　１Ｙ　　　プロセスユニット（イエロー）
　　２　　　　感光体
　　３　　　　クリーニングブレード
　　４　　　　帯電装置
　　５　　　　現像装置
　　６　　　　トナー貯蔵部
　　７　　　　露光器
　　８　　　　転写ベルト装置
　　９　　　　一次転写ローラ
　　１０　　　駆動ローラ
　　１１　　　テンションローラ
　　１２　　　中間転写ベルト
　　１３　　　二次転写ローラ
　　１４　　　ベルトクリーニング装置
　　１５　　　クリーニングバックアップローラ
　　１６　　　給紙カセット
　　１７　　　給紙ローラ
　　１８　　　レジストローラ対
　　１９　　　定着装置
　　２０　　　排紙ローラ対
　　２１　　　排紙トレイ
　　２２　　　廃トナー収容器
　　２３　　　筐体
　　６２　　　クリーニングブレード
　　６２１　　ホルダー
　　６２２　　弾性ブレード
　　６２３　　表面層
【先行技術文献】
【特許文献】
【００８８】
【特許文献１】特開２００９－３００７５４
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